【参考様式９－１２】（（介護予防）訪問看護 管理者就任用）
誓　　　約　　　書
年　　　月　　　日
（宛先）
枚方市長
【署名欄】
主たる事務所の所在地：
事業者の名称：
代表者の職・氏名：
下記の３．に記載の訪問看護ステーション又は介護予防訪問看護ステーションに記載の者を管理者として置くにあたり、当該管理者が枚方市指定居宅サービス事業者の指定並びに指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例（平成25年枚方市条例第48号）又は枚方市指定介護予防サービス事業者の指定並びに指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例（平成25年枚方市条例第49号）に規定する管理者に係る基準を満たしており、下記の１．及び２．のいずれにも該当していることを誓約します。
　また、今後当該管理者が下記の１．に該当しないことになる場合は、速やかに新たな管理者を置き、枚方市に必要な手続きを行ないます。
記
　１．保健師助産師看護師法（昭和23年法律第203号）第14条の各項の規定により保健師又は看護師の業務の停止を命ぜられ、業務停止の期間終了後２年を経過しない者に該当しないものである。
　２．医療機関における看護、訪問看護又は訪問指導の業務に従事した経験のある者である。
　３．訪問看護ステーション又は介護予防訪問看護ステーションの名称及び配置する管理者の氏名
	訪問看護ステーションの名称
	

	配置する管理者の氏名
	


【枚方市条例等の抜粋】
	○枚方市指定居宅サービス事業者の指定並びに指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例
（管理者）
第67条　指定訪問看護事業者は、指定訪問看護ステーションごとに、管理者を規則で定める基準に従い置かなければならない。
○枚方市指定居宅サービス事業者の指定並びに指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則
（管理者の基準）
第30条　条例第67条の規則で定める基準は、次に掲げるものとする。
（１）　管理者は、専らその職務に従事する常勤の者でなければならない。
（２）　前号の規定にかかわらず、管理者は、指定訪問看護ステーションの管理上支障がない場合は、当該指定訪問看護ステーションの他の職務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事することができる。
（３）　管理者は、保健師又は看護師でなければならない。ただし、やむを得ない理由がある場合は、この限りでない。
（４）　管理者は、適切な指定訪問看護を行うために必要な知識及び技能を有する者でなければならない。
○枚方市指定介護予防サービス事業者の指定並びに指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例
（管理者）
第67条　指定介護予防訪問看護事業者は、指定介護予防訪問看護ステーションごとに、管理者を規則で定める基準に従い置かなければならない。
○枚方市指定介護予防サービス事業者の指定並びに指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例施行規則
（管理者の基準）
第30条　条例第67条の規則で定める基準は、次に掲げるものとする。
（１）　管理者は、専らその職務に従事する常勤の者でなければならない。
（２）　前号の規定にかかわらず、管理者は、指定介護予防訪問看護ステーションの管理上支障がない場合は、当該指定介護予防訪問看護ステーションの他の職務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事することができる。
（３）　管理者は、保健師又は看護師でなければならない。ただし、やむを得ない理由がある場合は、この限りでない。
（４）　管理者は、適切な指定介護予防訪問看護を行うために必要な知識及び技能を有する者でなければならない。



【保健師助産師看護師法の抜粋】
	第十四条　保健師、助産師若しくは看護師が第九条各号のいずれかに該当するに至つたとき、又は保健師、助産師若しくは看護師としての品位を損するような行為のあつたときは、厚生労働大臣は、次に掲げる処分をすることができる。
一　戒告
二　三年以内の業務の停止
三　免許の取消し
２　准看護師が第九条各号のいずれかに該当するに至つたとき、又は准看護師としての品位を損するような行為のあつたときは、都道府県知事は、次に掲げる処分をすることができる。
一　戒告
二　三年以内の業務の停止
三　免許の取消し
３　前二項の規定による取消処分を受けた者（第九条第一号若しくは第二号に該当し、又は保健師、助産師、看護師若しくは准看護師としての品位を損するような行為のあつた者として前二項の規定による取消処分を受けた者にあつては、その処分の日から起算して五年を経過しない者を除く。）であつても、その者がその取消しの理由となつた事項に該当しなくなつたとき、その他その後の事情により再び免許を与えるのが適当であると認められるに至つたときは、再免許を与えることができる。この場合においては、第十二条の規定を準用する。




